
当法人が将来にわたって事業を継続する前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しない。

　　　満期保有目的の有価証券・・・償却原価法(定額法)
　　　上記以外の有価証券
　　　①時価のあるもの・・・期末日の市場価格に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)

　　　退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。
      役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、｢役員の報酬等の

　　支給の基準に関する規程｣に基づく期末要支給額を計上している。

（４）リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　少額リース資産のため賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　消費税の会計処理については、税込処理によるものとする。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

  定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000

  投資有価証券 170,000,000 0 0 170,000,000

180,000,000 0 0 180,000,000

特定資産

550,944,740 213,738,899 235,990,475 528,693,164

1,938,554 252,160 0 2,190,714

62,500 12,500 0 75,000

4,822,000 2,400 0 4,824,400

900,000 8,970,000 9,070,000 800,000

558,667,794 222,975,959 245,060,475 536,583,278

738,667,794 222,975,959 245,060,475 716,583,278

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

10,000,000 10,000,000 0 ―

170,000,000 170,000,000 0 ―

180,000,000 180,000,000 0 ―

528,693,164 0 528,693,164 0

2,190,714 0 0 2,190,714

75,000 0 0 75,000

4,824,400 4,824,400 0 0

800,000 800,000 0 0

536,583,278 5,624,400 528,693,164 2,265,714

716,583,278 185,624,400 528,693,164 2,265,714

小　　計

小　　計

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

  管理運営資産

  管理運営資産

  退職給付引当資産

　役員退職慰労引当資産

合　　計

特定資産

　役員退職慰労引当資産

合　　計

（単位：円）

科　目

  退職給付引当資産

  永井基金

  サステイナビリティ基金

  投資有価証券

小　　計

基本財産

  定期預金

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　②時価のないもの・・・移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　什器備品・・・定額法による減価償却を実施している。

（３）引当金の計上基準

科　目

（５）消費税等の会計処理

小　　計

  サステイナビリティ基金

  永井基金

財務諸表に対する注記

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計方針
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取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産

　　什器備品 3,556,470 3,556,461 9

3,556,470 3,556,461 9

（単位：円）
帳簿価額 時価 評価損益

70,000,000 72,900,380 2,900,380
100,000,000 107,400,000 7,400,000
170,000,000 180,300,380 10,300,380

49,999,240 50,368,050 368,810
79,981,824 80,622,160 640,336
60,059,400 60,480,000 420,600
50,000,000 50,869,100 869,100

100,000,000 103,070,000 3,070,000
三菱東京UFJ銀行米ドル建社債 4,824,400 4,840,465 16,065

344,864,864 350,249,775 5,384,911
514,864,864 530,550,155 15,685,291

金  額

4,781,700
103,282
100,000

8,735,000
13,719,982

（単位；円）

（2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1年超 合計
338,840 444,172 783,012

（３）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
（単位；円）

（4）減価償却費相当額の算出方法は、定額法によっている。

（5）利息相当額の算出方法は、リース料総額とリース資産計上額との差額を利息相当額とし、
　　　各期への配分方法については、利息法によっている。

減価償却費相当額

未経過リース料期末残高相当額

基本財産受取利息

739,992

328,885
支払利息相当額 40,547

第32回利付国債
第18-2回埼玉公債
第409回中部電力債
第380回東北電力債

減価償却累計額相当額 904,434

（単位：円）

内  容

経常収益への振替額

合　　計

基本財産

特定資産

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

科　目

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

第440回東京電力債
第349回九州電力債

第31回利付国債

 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

合計

7．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

小計

小計

受取寄附金

什器備品

特定資産受取利息

支払リース料 365,400

（単位；円）

受取賛助会費
合計

8.所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 1,644,426

期末残高相当額
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